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議第４６号 

   美濃加茂市特定用途制限地域における認定畜舎等の建築等の制限に関

する条例について 

 美濃加茂市特定用途制限地域における認定畜舎等の建築等の制限に関する条例を

下記のとおり制定する。 

  令和４年８月２２日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

美濃加茂市特定用途制限地域における認定畜舎等の建築等の制限に関する条

例  

（目的） 

第１条 この条例は、畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則（令和

３年農林水産省・国土交通省令第６号）第５２条第１項の規定に基づき、特定用

途制限地域内における認定畜舎等の建築等を制限することにより、合理的な土地

利用を図るとともに、良好な環境の形成又は保持に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）及び畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第３４号。

以下「法」という。）において使用する用語の例による。 

（適用区域） 

第３条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項（同

法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定による特定用途制限地

域の決定又は変更に係る美濃加茂市の告示に定める特定用途制限地域内において

適用する。 

（認定畜舎等の建築等の制限） 

第４条 前条の特定用途制限地域内においては、床面積１５平方メートルを超える

認定畜舎等は、建築等してはならない。 

（基準時）  

第５条 この条例において「基準時」とは、法第８条第１項の規定により前条の規

定の適用を受けない認定畜舎等について、同項の規定により引き続き前条の規定

（同条の規定が改正された場合においては、改正前の規定を含む。）の適用を受
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けない期間の始期をいう。 

（既存の認定畜舎等に対する制限の緩和） 

第６条 法第８条第１項の規定により第４条の規定の適用を受けない認定畜舎等に

ついて、増築後の床面積の合計が、基準時における床面積の合計の１．２倍を超

えない場合においては、法第８条第２項第２号及び第３号の規定にかかわらず、

第４条の規定は、適用しない。 

（認定畜舎等の敷地が適用区域の内外にわたる場合の措置） 

第７条 認定畜舎等の敷地が第３条に規定する適用区域の内外にわたる場合におい

て、適用区域に属する敷地が敷地の全部の過半となるときは、当該認定畜舎等の

全部について、法及び法に基づく命令並びにこの条例の規定を適用する。 

（公益上必要な認定畜舎等の適用除外） 

第８条 市長がこの条例の規定の適用に関し地域の良好な環境を害するおそれがな

いと認め、又は公益上やむを得ないと認めた認定畜舎等については、この条例に

定める制限の適用を除外する（以下この条において「適用除外」という。）こと

ができる。 

２ 市長は、適用除外とする場合においては、あらかじめ、利害関係を有する者の

出頭を求めて公開により意見を聴取するとともに、美濃加茂市特定用途制限地域

認定畜舎建築審議会（次条第１項を除き、以下「認定畜舎建築審議会」という。）

の同意を得なければならない。ただし、適用除外を受けようとする認定畜舎等の

建築等が、次に掲げる要件を全て満たすときは、この限りでない。 

(1) 建築等が、当該適用除外以前の別の適用除外を受けた際における敷地内のも

のであるとき。 

(2) 増築又は改築後の第４条の規定に適合しない認定畜舎等の部分の床面積の合

計が、当該適用除外以前の別の適用除外を受けた際におけるその部分の床面積

の合計を超えないとき。 

３ 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、適用除外を行お

うとする認定畜舎等の畜舎建築利用計画並びに意見の聴取の期日及び場所を、意

見の聴取の期日の３日前までに公告しなければならない。 

４ 市長は、適用除外に際し、第１条の目的を達成するために必要な条件を付すこ

とができる。 

（認定畜舎建築審議会） 

第９条 前条第２項に規定する適用除外に関する同意について審議をするため、美

濃加茂市特定用途制限地域認定畜舎建築審議会を置く。 

２ 認定畜舎建築審議会は、委員７人以内をもって組織する。 

３ 委員は、優れた識見を有する者その他市長が必要と認める者のうちから、市長

が委嘱する。 

４ 委員の任期は、審議事項の諮問を受けてから答申を行うまでとする。ただし、
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委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、認定畜舎建築審議会の運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年

美濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠となる法

律、条例等 

報酬

の額 

費用

弁償 

（略） 

美濃加茂

市特定用

途制限地

域建築審

議会委員 

（略） （略） 

美濃加茂

市特定用

途制限地

域認定畜

舎建築審

議会委員 

美濃加茂市特定

用途制限地域に

おける認定畜舎

等の建築等の制

限に関する条例

（令和４年美濃

加茂市条例第●

号） 

（略） 

別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠となる法

律、条例等 

報酬

の額 

費用

弁償 

（略） 

美濃加茂

市特定用

途制限地

域建築審

議会委員 

（略） （略） 

（略） 
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議第４７号 

美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につ 

いて 

美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり

制定する。 

  令和４年８月２２日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例（平成４年美濃加茂市条例第１号）の

一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 非常勤職員であって、次のいずれかに該

当するもの以外の非常勤職員 

(4) 次のいずれかに該当する非常勤職員以

外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子（育児休業法第２

条第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（以下

「１歳６か月到達日」という。）（当

該子の出生の日から第３条の２に規

定する期間内に育児休業をしようと

する場合にあっては当該期間の末日

から６月を経過する日、第２条の４の

規定に該当する場合にあっては当該

子が２歳に達する日。）までに、その

(ア) その養育する子（育児休業法第２

条第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（第２

条の４の規定に該当する場合にあっ

ては、２歳に達する日。以下「１歳６

か月到達日」という。）までに、その

任期（任期が更新される場合にあって

は更新後の任期）が満了すること及び

引き続いて任命権者を同じくする職

（以下「特定職」という。）に採用さ
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任期（任期が更新される場合にあって

は更新後の任期）が満了すること及び

引き続いて任命権者を同じくする職

（以下「特定職」という。）に採用さ

れないことが明らかでない非常勤職

員 

れないことが明らかでない非常勤職

員 

(イ) （略） (イ) （略） 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該

当する非常勤職員（その養育する子が１

歳に達する日（当該子について当該非常

勤職員がする育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳に達する日後

である場合にあっては、当該末日とされ

た日。以下「１歳到達日」という。）に

おいて育児休業をしている非常勤職員

に限る。） 

(ア) その養育する子が１歳に達する

日（以下「１歳到達日」という。）（当

該子について当該非常勤職員が第２

条の３第２号に掲げる場合に該当し

てする育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた

日。以下（ア）について同じ。）にお

いて育児休業をしている非常勤職員

であって、同条第３号に掲げる場合に

該当して当該子の１歳到達日の翌日

を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとするもの 

(イ) その任期の末日を育児休業の期

間の末日とする育児休業をしている

場合であって、当該任期を更新され、

又は当該任期の満了後引き続いて特

定職に採用されることに伴い、当該育

児休業に係る子について、当該更新前

の任期の末日の翌日又は当該採用の
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日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

 ウ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子に

ついて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用

されることに伴い、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとするもの。  

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子

を養育する非常勤職員が、次に掲げる場合

のいずれにも該当する場合（当該子につい

てこの号に掲げる場合に該当して育児休

業をしている場合であって第３条第７号

に掲げる事情に該当するときはイ及びウ

に掲げる場合に該当する場合、市の規則で

定める特別の事情がある場合にあっては

ウに掲げる場合に該当する場合） 当該子

の１歳６か月到達日 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子

を養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業と期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用さ
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れるものにあっては、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合であって、次に掲げる場合の

いずれにも該当するとき 当該子の１歳

６か月到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非

常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合

若しくはこれに相当する場合に該当し

てする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされ

た日と当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該配偶者がこ

の号に掲げる場合又はこれに相当する

場合に該当して地方等育児休業をする

場合にあっては、当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児

休業をしている場合又は当該非常勤職

員の配偶者が当該子の１歳到達日（当

該配偶者が同号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当してする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっ

ア 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日において育児休業

をしている場合又は当該非常勤職員の

配偶者が当該子の１歳到達日（当該配

偶者がする地方等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において地方等育児休業をし

ている場合 
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ては、当該末日とされた日）において地

方等育児休業をしている場合 

 ウ （略）  イ （略） 

 エ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）後の期間においてこ

の号に掲げる場合に該当して育児休業

をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合）  

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育する非常勤職員が、次の各

号に掲げる場合のいずれにも該当する場合

（当該子についてこの条の規定に該当して

育児休業をしている場合であって次条第７

号に掲げる事情に該当するときは第２号及

び第３号に掲げる場合に該当する場合、市の

規則で定める特別の事情がある場合にあっ

ては同号に掲げる場合に該当する場合）とす

る。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が当

該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の１

歳６か月到達日後の期間においてこの条の

規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも

該当するときとする。 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月

到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者が

この条の規定に該当し、又はこれに相当す

る場合に該当して地方等育児休業をする

場合にあっては、当該地方等育児休業の期

間の末日とされた日の翌日以前の日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合 
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(2)・(3) （略） (1)・(2) （略） 

(4) 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日後の期間において

この条の規定に該当して育児休業をした

ことがない場合 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の人事

院規則で定める期間を基準として条例で定

める期間） 

 第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし

書の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間は、５７日間とする。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書に

規定する条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書に

規定する条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

   (5) 育児休業（この号の規定に該当したこと

により当該育児休業に係る子について既に

したものを除く。）の終了後、３月以上の期

間を経過したこと（当該育児休業をした職

員が、当該育児休業の承認の請求の際育児

休業により当該子を養育するための計画に

ついて育児休業等計画書により任命権者に

申し出た場合に限る。）。 

(5) （略）  (6) （略） 

 (6) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当

すること又は前条の規定に該当すること。

 (7) 任期を定めて採用された職員であって、

当該任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしているものが、当該任

期を更新され、又は当該任期の満了後引き

続いて特定職に採用されることに伴い、当

該育児休業に係る子について、当該更新前
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の任期の末日の翌日又は当該採用の日を

育児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとすること。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院

規則で定める期間を基準として条例で定め

る期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号

の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間は、５７日間とする。 

（育児休業の期間の再度の延長ができる特

別の事情） 

（育児休業の期間の再度の延長ができる特

別の事情） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただし

書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただし

書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当し

たことにより当該育児短時間勤務に係る

子について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該

育児短時間勤務をした職員が、当該育児短

時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤

務により当該子を養育するための計画に

ついて育児短時間勤務計画書により任命

権者に申し出た場合に限る。）。 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当し

たことにより当該育児短時間勤務に係る

子について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該

育児短時間勤務をした職員が、当該育児短

時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤

務により当該子を養育するための計画に

ついて育児休業等計画書により任命権者

に申し出た場合に限る。）。 

(7) （略） (7) （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例に
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よる改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１１条（第６号に係る

部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議第４８号 

令和４年度美濃加茂市一般会計補正予算（第５号） 

令和４年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８３６，５５１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２３，２４７，７０５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。  

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

令和４年８月２２日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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議第４９号 

令和４年度美濃加茂市国民健康保険会計補正予算（第１号） 

令和４年度美濃加茂市の国民健康保険会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８，０４７千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，１８７，９７５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和４年８月２２日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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議第５０号 

令和４年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第１号） 

令和４年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１１，６２８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，１４４，２７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和４年８月２２日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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議第５１号 

指定管理者の指定について 

 加茂野保育園及び加茂野児童館の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年８月２２日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

１ 公の施設の名称 

   加茂野保育園及び加茂野児童館 

２ 指定管理者となる団体の名称等 

株式会社セリオ 

代表取締役 若 濵 久 

３ 指定管理者となる団体の所在地 

大阪市北区堂島一丁目５番１７号 

４ 指定の期間 

   令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 
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議第５２号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和４年８月２２日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  

                  記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
清水７０

５号線 

美濃加茂市清水町一丁目字清水上８９６番２１地先   

美濃加茂市清水町一丁目字清水上８９６番２２地先 

２ 
清水７０

６号線 

美濃加茂市清水町一丁目字清水上８９６番２６地先  

美濃加茂市清水町一丁目字清水上８９６番２７地先 

３ 
本郷７０

７号線 

美濃加茂市本郷町四丁目字下屋敷１７３２番１地先  

美濃加茂市本郷町四丁目字下屋敷１７３２番５地先 
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議第５３号 

美濃加茂市教育委員会の教育長の任命について 

美濃加茂市教育委員会の教育長に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和４年８月２２日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

                 記 

 住  所  岐阜県美濃加茂市太田町３４５１番地５ 

 氏  名  古 川 一 男 

 生年月日  昭和３４年１１月３日 
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議第５４号 

美濃加茂市教育委員会の委員の任命について 

 美濃加茂市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和４年８月２２日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所  美濃加茂市加茂川町１丁目１番１５号 

氏  名  渡 邉 博 栄 

生年月日  昭和５１年６月２２日 
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諮第１号 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和４年８月２２日提出 

                                 美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所  美濃加茂市太田町１８０２番地１ 

氏  名  安 江 ち か 子 

生年月日  昭和２７年４月１３日 
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諮第２号 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和４年８月２２日提出 

                                 美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所  美濃加茂市加茂野町鷹之巣１５９９番地１ 

氏  名  清 水 三 恵 子 

生年月日  昭和３６年１１月２４日 
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令和３年度美濃加茂市一般会計、特別会計及び公営企業会計決算の認 

定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項及び地方公営企業法（昭

和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和３年度の美濃加茂市

の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算並びに水道事業会計及び下水道事業会計の

決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和４年８月２２日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

認第 １号 令和３年度美濃加茂市一般会計歳入歳出決算認定について  

認第 ２号 令和３年度美濃加茂市国民健康保険会計歳入歳出決算認定について 

認第 ３号 令和３年度美濃加茂市介護保険会計歳入歳出決算認定について 

認第 ４号 令和３年度美濃加茂市後期高齢者医療会計歳入歳出決算認定について 

認第 ５号 令和３年度美濃加茂市介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計歳

入歳出決算認定について 

認第 ６号 令和３年度美濃加茂市古井財産区会計歳入歳出決算認定について 

認第 ７号 令和３年度美濃加茂市山之上財産区会計歳入歳出決算認定について 

認第 ８号 令和３年度美濃加茂市水道事業会計決算認定について 

認第 ９号 令和３年度美濃加茂市下水道事業会計決算認定について 
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